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IMF、最悪期はこれからと警告

2022年10月12日

10月27日 ユーロ圏金融政策発表
10月27日 米GDP（国内総生産、7-9月期、

速報値）
11月2日 米金融政策発表

重要
イベント

ポイント① 世界経済見通し下方修正が続く

10月11日、IMF(国際通貨基金)は世界経済見
通しを改定しました。これによれば、2023年の世界
の実質GDP(国内総生産)成長率は2.7%と、7
月時点の見通しから0.2ポイント下方修正されまし
た。一方、2022年の見通しは改定されませんでし
た。国・地域別では、2023年はユーロ圏が0.7ポイ
ント、中国が0.2ポイント、下方修正されています。
IMFは下方修正の主因を、数十年ぶりの高水準と
なっているインフレ、大半の地域での金融環境の引
き締まり、長引く新型コロナウイルスのパンデミックを
挙げています。

ポイント② 最悪の事態はこれから

2023年の2.7％という世界の経済成長率は、世
界金融危機と新型コロナのパンデミックが深刻だった
一時期を除き、21世紀で最も弱い成長率です。エ
ネルギー危機などに端を発するユーロ圏経済の収縮、
不動産部門の危機が高まる中国での新型コロナの
感染拡大とロックダウン(都市封鎖)の長期化、米
国景気の減速など、経済大国における大幅な景気
減速が続くと見られています。

ポイント③ 不確実性は非常に大きい

世界のインフレ率の見通しは、2022年に8.8％に
上昇する見込みですが、2023年には6.5％、
2024年には4.1％に低下すると予測されています。
これは、インフレ率を抑制するために世界の金融政
策当局が必要な正しい政策スタンスを策定すること
を前提としていますが、一方で、家計や企業が最近
のインフレに基づいて賃金や物価の期待を形成した
場合、インフレが上放れするリスクがあると警告して
おり、今後のインフレ期待形成には注意が必要です。

国・地域別実質GDP成長率見通し

消費者物価インフレ率の見通し

（注）IMFによる予測
（注）( )内は2022年7月時点見通しからの修正幅、ポイント。

（出所）IMF「World Economic Outlook, October 2022
（https://www.imf.org/）」 より野村アセットマネジメント作成

（注、出所）上表と同じ

(前年比、％)

世界 6.0 3.2 (0.0) 2.7 (-0.2)

 先進国 5.2 2.4 (-0.1) 1.1 (-0.3)

  米国 5.7 1.6 (-0.7) 1.0 (0.0)

  ユーロ圏 5.2 3.1 (0.5) 0.5 (-0.7)

  日本 1.7 1.7 (0.0) 1.6 (-0.1)

 新興･発展途上国 6.6 3.7 (0.1) 3.7 (-0.2)

  中国 8.1 3.2 (-0.1) 4.4 (-0.2)

  インド 8.7 6.8 (-0.6) 6.1 (0.0)

2021 2022 2023

(前年比、％)

世界 4.7 8.8 (0.5) 6.5 (0.8)

 先進国 3.1 7.2 (0.6) 4.4 (1.1)

 新興･発展途上国 5.9 9.9 (0.4) 8.1 (0.8)
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